
町名地番を用いる住居の表示による混乱、障害を解消し、市民生活の便宜を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的としている。この事業の実
施により、郵便・消防・救急等の諸業務及び防犯活動等の諸活動が円滑になる。また、住所による場所の確認が容易になり、各種行政事務等の合理化が
図れる。
また、各種土地登記等の申請に基づく行政区域境界の確認申請により、隣接市町村との行政区域境界を確認し、隣接する市町村との行政区域境界を明
確にする。

住居表示実施済み地区における証明書の交付や、新築入居者への住居番号表示板の交付など、事業を適正
に管理していく。

今後の
方向性

良好な新市街地を形成する市街地整備
安全安心都市

施
策
の
大
綱

市民生活部市民窓口課

事業： 住居表示関係事業 0003

10

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

03第4章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

実施済み区域における案内表示について、地域の要請に応じ計画的に補
修等を行うなど適正に管理することにより公共の福祉に大きく貢献した。A

適正に事業を執行できている。

A
A

B

目

標

住居表示地区における住居表示案内板の維持管理及び新築入居者に対する住居番号表示板を交付することにより市
民生活の便宜を図り、公共の福祉を増進すること。
各種土地登記等の申請に基づく行政区域境界の確認申請により、隣接市町村との行政区域境界を確認し、隣接する市
町村との行政区域境界を明確にする。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

7,622

1,032

0.85

0.00

1,032

0

0

0

一人あたり

世帯あたり 161

70

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

522

522

0

0

0

5,515

0.65

0.00

117

50

510

510

0

0

0

2,107

0.20

0.00

44

20

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

6,590

0

事業費（決算額） 1,032

4,993

0

522

1,597

0

510 (千円)

 (千円)

 (千円)
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